
第40期定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

連　結　注　記　表

個　別　注　記　表

（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）

株式会社 松屋フーズ

連結注記表および個別注記表につきましては、法令および当社定款の規定

にしたがって、当社ウェブサイト（http://www.matsuyafoods.co.jp/ir/）

に掲載することにより、株主の皆さまに提供しております。



【連結注記表】

(１) 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲等に関する事項

①　連結の範囲に関する事項

イ．連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　　６社

・主要な連結子会社の名称　　　　・株式会社エム・テイ・テイ

・株式会社エム・エル・エス

・Matsuya Foods USA,Inc.

・Matsuya International,Inc.

・Matsuya New York,Inc.

・上海松屋餐飲管理有限公司

・連結の範囲の変更　　　　　　　上海松屋餐飲管理有限公司におきましては、当連結

会計年度において重要性が増加したため、連結の範

囲に含めております。

ロ．非連結子会社の状況

・主要な非連結子会社の名称　　　・青島松屋商貿有限公司

・株式会社松屋ファーム

・連結の範囲から除いた理由　　　非連結子会社２社は、総資産、売上高、当期純損益

及び利益剰余金等、いずれも連結計算書類に重要な

影響を及ぼさないため、連結の範囲から除外してお

ります。

②　持分法の適用に関する事項

　持分法を適用していない非連結子会社（青島松屋商貿有限公司・株式会社松屋ファーム）

は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分

法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体として重要性が

ないため持分法の適用範囲から除外しております。

③　連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち「Matsuya Foods USA,Inc.」・「Matsuya International,Inc.」・

「Matsuya New York,Inc.」・「上海松屋餐飲管理有限公司」の決算日は、12月31日であり

ます。連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を使用しておりますが、

１月１日から連結決算日３月31日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。

２．重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの……………………連結決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）

時価のないもの……………………移動平均法による原価法
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②　デリバティブ

　時価法によっております。

③　たな卸資産

製品・原材料…………………………月別移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）

貯蔵品…………………………………最終仕入原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）

３．重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

…………………………定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した

建物（建物附属設備を除く）については、定額法）

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物及び構築物　　………２～50年

機械装置及び運搬具………２～30年

工具、器具及び備品………２～20年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

…………………………定額法（なお、自社利用ソフトウェアについては、

社内における見込み利用可能期間（５年）によって

おります。）

③　リース資産……………………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

④　長期前払費用…………………………定額法

⑤　投資不動産（リース資産を除く）

…………………………定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した

建物（建物附属設備を除く）については、定額法）

なお、主な耐用年数は、６～50年であります。

４．重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金……………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金……………………………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、 

支給見込額に基づき当連結会計年度負担額を計上し

ております。

③　役員退職慰労引当金…………………役員の退職慰労金の支給に備えて、内規に基づく制

度廃止時の支給予定額を計上しております。
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５．重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、それぞれの決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上し

ております。

６．その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

①　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

②　消費税等の処理方法は税抜方式によっております。

(２) 連結貸借対照表に関する注記

各資産における減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 33,821,253千円

投資その他の資産の減価償却累計額 560,075千円

(３) 連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．発行済株式の総数に関する事項

当連結会計年度期首
の 株 式 数 ( 株 )

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
の 株 式 数 ( 株 )

普 通 株 式 19,063,968 － － 19,063,968

２．自己株式の数に関する事項

当連結会計年度期首
の 株 式 数 ( 株 )

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
の 株 式 数 ( 株 )

普通株式(注) 6,670 244 － 6,914

（注）自己株式の株式数の増加244株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

３．剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

決 議
株式の
種 類

配 当 金 の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平成26年６月25日
定 時 株 主 総 会

普通株式 228,687 12 平成26年３月31日 平成26年６月26日

平成26年10月31日
取 締 役 会

普通株式 228,685 12 平成26年９月30日 平成26年12月10日
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②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの

　第40期定時株主総会において次のとおり付議いたします。

決 議
株 式 の
種 類

配 当 金 の
総額(千円)

配当の
原 資

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平成27年６月24日
定 時 株 主 総 会

普通株式 228,684
利 益
剰余金

12 平成27年３月31日 平成27年６月25日

(４) 金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達につ

いては設備投資計画等に照らして、銀行借入による方針であります。デリバティブは、

通常の営業活動における輸入取引の為替相場の変動によるリスクを軽減するために利用

し、投機的な取引は行っておりません。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該

リスクに関しては、当社グループの与信管理規程に従い、適切な債権管理を実施する体

制としております。

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式等であり、市場価格のない株

式等であります。そのため、市場価格の変動におけるリスクは僅少であります。

　敷金及び保証金は、主に店舗の賃貸借契約による差入預託保証金であります。当該敷

金及び保証金については、当社グループの規則に従い、適切な債権管理を実施する体制

としております。

　営業債務である買掛金及び未払金は、１年以内の支払期日であります。

　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に

設備投資に係る資金調達であります。長期資金につきましては、支払金利の変動リスク

を回避するため、固定金利により借入を行っております。

　デリバティブ取引の執行・管理については、職務権限に従い、また、デリバティブ取

引の利用にあたっては、いずれも信用度の高い国内の銀行であるため、信用リスクはほ

とんどないと判断しております。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額の他、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定において変動要因を織り込んでい

るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

また、「デリバティブ取引関係」におけるデリバティブ取引に関する契約額等について

は、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　平成27年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれて

おりません。（（注）２．参照）

連結貸借対照表計上額

（千円）

　時価（千円）

（*3）
差額（千円）

① 現金及び預金 8,648,678 8,648,678 －

② 受取手形及び売掛金 423,979 423,979 －

③ 投資有価証券 1,570 1,570 －

④ 敷金及び保証金 12,848,689

貸倒引当金(*1) △6,288

12,842,401 10,619,695 △2,222,706

資産計 21,916,629 19,693,923 △2,222,706

① 買掛金 1,919,165 1,919,165 －

② 短期借入金 238,841 238,841 －

③ 未払金 2,673,941 2,673,941 －

④ 未払法人税等 700,173 700,173 －

⑤ 長期借入金 12,956,211 13,057,523 101,312

負債計 18,488,332 18,589,645 101,312

デリバティブ取引(*2) （264） (264) －

（*1）敷金及び保証金に対して計上している貸倒引当金を控除しております。

（*2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正

味の債務となる項目については（ ）で示しております。

（*3）投資有価証券を除く項目につきましては、「金融商品に関する会計基準」（企業会計

基準第10号）に基づき算定された時価であり、市場取引等における時価ではありません。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

①現金及び預金　②受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。
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③投資有価証券

　株式等の時価については、取引所の価格によっております。なお、有価証券はそ

の他有価証券として保有しており、これに関する連結貸借対照表計上額と取得原価

との差額は以下のとおりであります。

種類
連結貸借対照表
計上額（千円）

取得原価
（千円）

差額
（千円）

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの

(1）株式 1,570 1,297 273

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 1,570 1,297 273

合計 1,570 1,297 273

④敷金及び保証金

　当社では、敷金及び保証金の時価の算定は、一定の期間ごとに分類し、その将来

キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標による利率で割引いた現在価値に

より算定しております。

負　債

①買掛金　②短期借入金　③未払金　④未払法人税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。

⑤長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に

想定される利率で割引いた現在価値により算定しております。

デリバティブ取引

　デリバティブ取引における連結会計年度末の時価につきましては、先物相場を使用し

ております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 　64,690

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる

ことから、「③投資有価証券」には含めておりません。

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

１年以内

（千円）

１年超５年以内

（千円）

５年超10年以内

（千円）

10年超

（千円）

現金及び預金  8,648,678 － － －

受取手形及び売掛金 423,979 － － －

合　計 9,072,657 － － －
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４．長期借入金の連結決算日後の返済予定額

　長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年間の返済予定

額は以下のとおりであります。

１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 2,956,630 2,828,344 2,424,702 887,180

(５) 賃貸等不動産に関する注記

重要性が乏しいため、注記の記載は省略しております。

(６) １株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 1,767円64銭

※１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

純 資 産 の 部 の 合 計 額(千円) 33,685,925

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) －

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 33,685,925

１株当たり純資産額の算定に用いられた
期 末 の 普 通 株 式 の 数 ( 千 株 )

19,057

２．１株当たり当期純利益 33円89銭

※１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当　　期　　純　　利　　益 (千円 ) 645,926

普 通 株 主 に 帰 属 し な い 金 額 ( 千 円 ) －

普 通 株 式 に 係 る 当 期 純 利 益 ( 千 円 ) 645,926

期　中　平　均　株　式　数 (千株 ) 19,057

(７) 重要な後発事象

  該当事項はありません。
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【個別注記表】

(１) 重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式…………………………移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの……………………決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）

時価のないもの……………………移動平均法による原価法

２．デリバティブ取引等の評価基準及び評価方法

時価法によっております。

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品・原材料…………………………月別移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）

貯蔵品…………………………………最終仕入原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）

４．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産除く）

…………………………定率法

ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物

附属設備を除く）については、定額法。なお、主な

耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　…………３～50年

構築物　　　…………７～50年

機械及び装置…………５～15年

車両運搬具　…………２～６年

工具、器具及び備品…２～20年

無形固定資産（リース資産除く）

…………………………定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける見込み利用可能期間（５年）によっておりま

す。

リース資産……………………………定額法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

長期前払費用…………………………定額法
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投資不動産（リース資産除く）……定率法

ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物

附属設備を除く）については、定額法。なお、主な

耐用年数は６～50年であります。

５．引当金の計上基準

貸倒引当金……………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

賞与引当金……………………………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、 

支給見込額に基づき当事業年度負担額を計上してお

ります。

役員退職慰労引当金…………………役員の退職慰労金の支給に備えて、内規に基づく制

度廃止時の支給予定額を計上しております。

６．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円換算し、換算差額は損益として処

理しております。

７．その他計算書類作成のための基本となる事項

①　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

②　消費税等の処理方法は税抜方式によっております。

(２) 貸借対照表に関する注記

１．各資産における減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 33,989,378千円

投資その他の資産の減価償却累計額 1,007,650千円

２．保証債務等

関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

Matsuya Foods USA,Inc. 237,936千円(1,980千米ドル)

３．関係会社に対する金銭債権及び債務

①　関係会社に対する短期金銭債権 72,958千円

②　関係会社に対する短期金銭債務 144,788千円
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(３) 損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

１．営業取引

販売費及び一般管理費 1,309,470千円

２．営業取引以外の取引 216,230千円

(４) 株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

当事業年度期首
株 式 数 （ 株 ）

当 事 業 年 度
増加株式数(株)

当 事 業 年 度
減少株式数(株)

当 事 業 年 度 末
株 式 数 （ 株 ）

普通株式（注） 6,670 244 － 6,914

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加244株は、単元未満株式の買取りによる増加でありま

す。

(５) 税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因内訳

繰延税金資産（流動）

賞与引当金繰入額否認 260,825千円

未払事業所税 23,307千円

未払事業税 68,307千円

その他 52,386千円

繰延税金資産（流動）小計 404,826千円

繰延税金資産（固定）

減価償却超過額 963,846千円

定期借地権 51,102千円

一括償却資産損金算入限度超過額 35,343千円

貸倒引当金繰入限度超過額 2,901千円

役員退職慰労引当金 183,657千円

会員権評価損否認 1,905千円

関係会社株式評価損否認 401,792千円

関係会社出資金評価損否認 109,146千円

資産除去債務 226,100千円

評価性引当額 △782,666千円

その他 3,420千円

繰延税金資産（固定）小計 1,196,551千円

繰延税金負債（固定）

建物圧縮積立金 △42,969千円

土地圧縮積立金 △102,487千円

資産除去債務に対応する除去費用 △72,864千円

その他有価証券評価差額金 △88千円

繰延税金負債（固定）小計 △218,409千円

繰延税金資産の純額 1,382,969千円
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項

目別内訳

法定実効税率 35.6％

（調整）

交際費等永久に損金に加算されない項目 2.2％

同族会社の留保金に対する税額 0.6％

住民税均等割額 17.0％

受取配当金益金不算入 △0.0％

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 13.5％

評価性引当額 △3.3％

税額控除 △7.0％

その他 0.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 58.6％

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を

改正する法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日

以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに

伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の35.6％から平

成27年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については33.1％に、平成

28年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、32.3％とな

ります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は

129,876千円減少し、法人税等調整額が129,867千円、その他有価証券評価差額金が９千円、

それぞれ増加しております。

(６) リースにより使用する固定資産に関する注記

　重要性が乏しいため、注記の記載は省略しております。

(７) 関連当事者との取引に関する注記

　子会社等

属性
会社等
の名称

住所
資本金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の兼任等 事業上の関係

子会社
㈱エム・テ
イ・テイ

東京都
練馬区

90,000
メンテナンス
事業等

直接

100.0 兼任3名
当社店舗の
総合メンテ
ナンス等

設備の
購入等

871,251 未払金 86,689

（注）取引条件及び取引条件の決定方針

　 　子会社からの設備の購入等については、㈱エム・テイ・テイの外注先等との取引価額

を勘案し、その都度決定しております。
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(８) １株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 1,771円10銭

※１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

純 資 産 の 部 の 合 計 額（千円） 33,751,860

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) －

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 33,751,860

１株当たり純資産額の算定に用いられた
期 末 の 普 通 株 式 の 数（千株）

19,057

２．１株当たり当期純利益 33円77銭

※１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当　　期　　純　　利　　益（千円） 643,542

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る当期純利益（千円） 643,542

期　中　平　均　株　式　数（千株） 19,057

(９) 重要な後発事象

　該当事項はありません。
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